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1.本論文の目的

1975年の中国帰国者永住帰国開始とともに、中国

帰国者とその家族に対する日本語指導が組織的に行

われるようになった。次いで、 1990年の出入国管理

法の改正により、日系人の日本での長期にわたる合

法的就労が認められ、南米日系人就労者が急増して

きた。こうして、 「外国人一般」に対する日本語指

導の問題とその児童に対する教育保障と日本語教育

が緊急の課題となってきた。本論では児童日本語教

育の教授学習原理を探求する.

2.現状と課題

-文部省(1992)によると、 1991年9月現在、日本語

教育を必要とする外国人児童生徒(以下、入国児童

生徒)の在籍する学校数と人数は、小学校が437校、

3,978人、中学校が536校、 1,485人、合計1,973校、

5,463人となっている.広島県の場合、小学校は37

校、 98人、中学校は17校、 89人、合計54校、 187人

である. 1992年度では、これが137校、 340人に急増

している.ヰ学生に対する.小学生の在籍数の比率は、

広島市では約77%、それ以外の市では約84%である。

このように、入国児童が圧倒的多数を占めており、

しかも低学年になるにつれてその比率が大きくなる

(縫部1994).

日本語学習状況に関しては、文部省(1992)の調査

では、入国児童生徒だけを対象とするクラスを編成

しているのは全体の3.7%にすぎない。一緒に授業

を行い、必要に応じて教員が説明を加えているのは

全体の51%を占めている。このように、取り出し学

級で日本語を特別に指導する体制を組んでいるのは

1991年度の時点ではほんのわずかしかないことが分

かる。広島県では、取り出し学級を柑本語指導学

級」と呼んでいるが、広島市を除く広島県全体の日

本語指導学級在籍児童生徒数とその設置数は次表1

の通りである.

小学校 中学校 合 計

63人 32校 10人 7校 73人 39校

表1.日本語指導学級在籍児童生徒数と設置校数
(1993年6月)

広島市の状況に関しては次の表2の通りである。

小学校 中学校 合 計

64人 SO按 2 1人 9校 85人 39校

表2.日本語指導学級在籍児童生徒数と設置校数
(1992年5月)

このように、広島県では、入国児童生徒数は、小

学生と中学生を合計すると、 160人程度である。小

学生が全体の約8割を占め、低学年に比重が大きい

点を考慮にいれて、児童日本語教育のあり方を次節

から考察する。

3.児童の外国語学習特性

penfield and Roberts (1959)によれば、人間の言

語中程は2才位から急速に発達し、 9才頃には成長

の速度が次第に衰えてゆくという。これが、人間の

生物学的カレンダーによって決まっている。さらに、

Lenneberg (1967)によれば、 2才頃から12才まで

の「臨界期」 (critical period)においてのみ言語の

自然習得が可能であるという。この思春期以前は、

脳の鱗能が十分分化していないために言語習得が困

難で、思春期以後は脳の柔軟性が低下して自然に言

語習得する能力が急速に衰えるという。

入国児童は、正にこの臨界掛こ属するために、自

然な言語習得には最適な段階にいるわけである。臨

界期の間は、脳全体が言語習得に参加しており、機

能的には脳の前部が「運動」、後部が「感覚」に分

かれているだけで、それが徐々に機能が分化し12-

13才で国定するのである(伊藤1978:21). 4才～12
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才頃までに自然な日本語習得をしていくことができ

れば、言語習得理論から言えば、理想的だと言える。

臨界期には、極端に言えば、単に外国語にさらされ

・るだけで、殆ど意識的な努力なく、数ヶ月位で基堤

的会話能力程度は習得できる程の言語習得能力を備

えているのである。

この臨界期においてもう1つ注目すべきことは、

脳の発達において10才が大きな転換期を迎えるとい

うことである.例えば、 Andersson (1960)は、言

語の条件的習得および概念的習得と年齢との相関関

係を図1のように示している.

坐

概念的習得

条件的習得

10才

図1.外国語習得能力と年齢

+.図1から、日本語習得に関して、次のことを読み
r=<

取ることができる。

(1)入国児童の日本語習得は、条件的習得と概念的

習得の総合的結果である。

(2)ある一定の条件下に置かれたら、自然に言語を

身につける条件的習得の能力は、誕生時が、ピークで

あるが、その後、次第に低下する。

(3)言語を概念的にとらえ、理屈で習得しようとす

る能力は、誕生時は低いが、次第に上昇する。

(4)10才位が2つの能力の調和という点で一種の分

岐点になる。これ以後は、単なる模倣は次第に敬遠

されるようになる.

小学校低学年の段階では、条件(無意識)学習が

強く、概念学習はまだ弱いためiこ、 S.タラッシェ

ンのいう「獲得」 (acquisition)を中心とした自然な

日本語習得に力点を置く。つまり、無意識の過程で

あるべきだということは、母語習得に近い形で日本

語を習得することが可能だということである。

Stern (1967:17)はこの点に関して、 「早期に外国語

習得する利点の一つは、母語習得の時期に近いので、

外国語が母語と類似した仕方で習得できるというこ

とにある」と述べている。つまり、母語習得の原理

が殆どそのまま外国語習得に応用することができる

というわけである。

10才頃までの段階における日本語習得は、母語習

得とほぼ同じ過程を経て文法を身につけていくよう

である.そのためには、母語習得に類似した言語環

境を作りこ母語が習得される方法が取られなければ

ならない. W. Penfield　はこの方法を"Mother's

Method"と呼んだ.そこで、母語習得過程から日

本語教育に示唆される点を引き出してゆくことにす

る(伊藤1978を参考).

(1)意味の場(semantic field)に裏打ちされた言

語入力:児童は具体的な状況を示す言葉を取り入

れて、音声と意味との対応関係を徐々に形成し、組

織化していく.

(2)入力音の再構成:児童は不完全ながら入力音

を再構成(reconstruction)した音を発声し、モデル

との対応が形成される.

(3)言語の創造的構築:児童は模倣と反復によっ

て日本語モデルを模写するのではなく、入力言語資

料を手がかりに言語体系を創造的に構築してゆく。

(4)音声・聴解の優先: Fathman (1975)によれ

ば児童は発音の習得能力や聴覚記憶が非常にすぐれ

ているので、発音指導や聞くこと・話すことの指導

を重視することが適切である。

(5)認知・理解の優先:　日本語を聞き分けられて

もそれを発音できない段階(沈黙期間)があ'る。認

知・理解が再生・発表に先行するのである.言語能

力の形成には「発表」は必ずしも必要がない。

(6旧本語の音の流れへの接触:児童は、分節音

を包む「かぶせ音素」を先に習得する。日本語のリ

ズム、アクセント、抑揚など、音の流れに慣れさせ

ることがまず必須である。

(7)情意性の高い言葉の習得:児童は理解を動作

で反応することが得意である(動作?動作+音声-

音声といった順序で言語習得する)。依頼・要求・

命令・拒否・質問・感情表出・他者への働きかけと

いった言語機能の習得が早い。

(8)全体知覚・全体把捉: `児童は日本語を分析し

ないで丸ごと捉えるという全体的な認知能力が優れ

ている。この特性は9才頃まで続くようである。か

ぶせ音素は全体的な塊り(chunks)として捉えられ

るが、この他、遊びや日常生活・学校生活で頻繁に

用いられる生活に密着した表現、 「決まり文句」や

諺・格言は塊りとして習得される.

(9)主体的・体験的・具体的:児童は、自分が興

味があることkか反復しようとしない。自己と周囲

の事物や事柄との関係が直接的で具体的である。日
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本語の運用能力は児童の「今ここ」に限定される。

つまり、極めて場面依存的である。

uo)直感的・非観念的:児童は、概念学習より条

件学習の方が優れている。言語操作による知的作業

(codingprocess)ではなく、知性・情意・動作の体

全体で言葉を取り入れる。

以上、児童の外国語学習の特性を10項目に分けて

論じてきたが、次節では心身の発達段階の課題にど

う対応したらいいかを考察する。

4.心身の発達段階に
対応した日本語指導原理

10才頃から、ピアジェの言う言語形式操作能力が

伸びてくる。文法学習を多少導入するのはこれ以後

でないと無理である。また、 10才以前に外国語学習

を始めれば詑りは殆どないが、それ以後では詑りは

一般的となるという(Oyamal982)。 10才頃までに、

正しい発音を身につけておくことと「獲得」を中心

とした指導が大切である。

大脳の発達から言えば、 5-6才までは左脳より

右脳の機能の方が活発であるとする研究もある(Se・

galowitz and Gruber 1977)。さらに、思春期後の

第2言語習得においても熟達するまでは、右脳の方

が優勢である(Obler 1981)点も踏まえなければな

らない。この段階においては、右脳優位の日本語教

育を目指すことになるが、右脳は音調・感情的音・

状況・推理・含蓄といった周辺言語的(para-

linguistic)な側面に関わっているのである(Mosko-

vitch 1983: 103),

次に、文化学習の面を見てみる。 9--15才位の間

に文化特有の考え方や行動型が固定される(箕浦

1984)という。この点は肯定的な面と否定的な面を

同時に含んでいる。肯定的な面については、 9-10

才頃までの心の柔軟な時期に異言語・異文化を通し

て異質的なものの考え方に触れさせることが大事で

あると言える。否定的な面については、 9-10才以

前の入国児童をして日本人の脳を持つ日本人を創り

かねない(角田1982を参考)。この点については、本

論では割愛せざるをえないが、アイデンティティの

問題があるということを提起しておく。

心身の発達段階を考慮して、筆者は児童日本語教

育を3段階に分けている。第1段階は4--6才、第

2段階は7-9才、第3段階は10-12才である。五

良(監) (1990:26)を参考にして、各段階の日本語

学習の特徴を挙げる。まず、第1段階では、母語も

日本語も余り区別なく、どんどん吸収する。但し、

生活から離れた言語は失ってゆく。興味があれば、

生活の中で言葉を使うことにより、両言語とも明確

に分けて使えるようになる。第2段階では、発音も

言葉も、教室でも生活の場でも、きちんと対応でき

るようになる。学校生活に直結し、機能に対応した

指導法が効果的である。第3段階では、母語が固定

しているので、自然な日本語の発音の習得は時間が

かかる。但し、文法的な文構造を作る力は次第に高

まる。

本論文では、第1段階から第2段階の入国児童を

中心に扱う　Scott and Ytreberg(1990:l-7)を参考

にして、外国語学習の観点から両段階の児童の特徴

を挙げる。

A.第1段階の児童の特徴

1.日分がしていることを話すことができる

2.日分がしたことや聞いたことを人に告げる

ことができる

3.活動を計画することができる

4.あることについて議論したり、自分の考え

を述べることができる

5.ある程度論理的推論を用いることがで_る

6.生き生きした想像力を用いることができる

7.多様な母語の抑揚の型を用いることができ

る

8.他者との直接的交流を理解することができ

る

9.`世界は規則によって支配さTLていることを

知っている

10.使われている言語より状況の方を素早く理

解する

11.無意識的に言語技能を用いる

12.手・日・耳を通して理解が達成される

13.最初に言うことが最初に行われる

14.注意と集中が長い間持続しない

15.事実と虚構の区別がつかないときがある

16.非常に自己中心的である(6-7才頃まで)

17.大人の世界と子供の世界は違う(大人は分

からないときには質問するが、児童は必ずし

も尋ねないで、分かったふりをするか自己流

に理解し期待されている行動をしようとする)

18.知らないということをめったに認めない

19.何を学習したらいいか自分では決められな

い
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20.遊びが好きで、楽しんでいるとき最も良く

学習する

21.学習に対して熱心で肯定的である(やりと

げたら誉めて欲しがる)

B.第2段階の児童の特徴

B-l.一般的特徴

1.基本的概念が形成される。周囲に対する明

確な意見を持つようになる

2.事実と虚構の区別を述べることができる

3.常に質問する

4.意味を伝えたり理解するのに物理的世界だ

けでなく言葉にも依存する

5.日分が学ぶことをある程度決めることがで

きる

6.したいこととしたくないことがはっきりし

ている

` 7.教室内で起こることについて公平さの意識

が発達する

8.他者と共同作業したり、他者から学ぶこと

ができる

B-2.言語発達

1.児童の全般的言語発達が盛んである(抽象

的なものを理解する、言語記号を理解する、

一般化したり体系化したりする)

2.殆どの8-10才児は外国語学習に必要な言

語認識やレディネスを備えている

B-3.外国語教育

1.言葉だけでは十分ではない。活動には動作

や五感を活用し、実物や給なども用いる。

2.言葉で遊ぶ。詩や歌や物語などを作らせた

り、言琴と音声を結び付けて言葉のリズムを

楽しんだりして、様々な言葉遊びをする。

3.言語認識の発達と言語での自己の成長にと

って読み・書きは非常に重要である。

4.教室内における変化が必須である。集中と

注意は長い間続かないので、多様な活動や進

度の変化、授業構成の変化、声の変化などが

必要である。

5.学習の日常化をしておく。児童は、授業の

決まりを知り、馴染みのある活動を使い、良

く知っている場面を用いる。物語や詩を繰り

返す。一定の手順を設定する。

6.協同(×競争)が大切である。賞罰を避け

る。協同的作業は言語活動に有益であり、参

加と一体感の雰囲気をつくるのに有効である。

B-4.文法

1. 10才や11才頃でも文法学習は困難である。

文法規則を演揮的に説明することは避けなけ

ればならない.

2.最小限度の文法説明をせざるを得ないとき

には、個人またはグループ・ベースで簡潔に

行う。 1時間にいくつもの新出学習項目を取

り上げてはならない。

3.文法説明は、児童が説明を求めたときか、

文法を多少教えたほうが児童には効果的だと

教師が思ったとき(作文の訂正や口頭棟習の

ときなど)にのみ行う

以上、第1段階と第2段階の児童の外国語学習特

性を詳述した。両段階に共通した主な特徴は次のよ

うにまとめられる。

(1)児童の言語は自己中心的である。

(2)児童の頭は音声的に柔軟である。

(3)児童は説明より具体例が好きである。

(4)児童は個人差・個性を配慮して欲しいと思う。

(5)児童は好きなことや興味のあることだけをする。

(6)児童は競争より協同の方を好む。

このような発達段階の特徴を踏まえた外国語教授

原則に基づいて児童に対する外国語指導の実際的方

策を検討しなければならない。例えば、

Frolich-Ward (1979:21-30)は、次の6つの具体的

指導法を挙げている。

(1)一人の児童に絶えず主導権を握らせてはならな

い。時には色々な児童に出番を与えるべきである。

(2)授業は長すぎてはならない。 5才児は15-20分、

8才児は45分以内がいい。

(3)一定の授業の型に頑固にこだわり過ぎてはいけ

ない。時には流れを変化させて興味と注意を持続さ

せるべきである。

(4)教師が児童の母語が話せることを悟らせるな。

目標言語で語ることを通すことが大切である。

(5)通常の授業時間とクラス・メンバーを変えては

ならない。児童に安心感を与えるためである。

(6)一度に沢山新出学習事項を教えてはならない0

1時間に数語とか1つの構文に限定する。

以上の指導原則や指導法は、狭い意味での日本語

指導法そのものと、それを取り巻く心理的環境づく

りに大別され、前者は「目標達成行動」

(Performance Behaviors)、後者は「集団維持行動」

(Maintenance Behaviors)に分類することができる。

p行動については本論でかなり論じてきたので、次
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節ではM行動を中心に論じることにする。

5.日本語教室風土づくり

縫部(1994)によると、広島県内の小学校・中学

校で入国児童生徒を受け入れている学校が最も困っ

ている問題は、日本語で親と児童生徒とコミュニケー

ションがとれないので学校と家庭との連係が取りに

くいこと、日本語力が不足しているために授業につ

いていけないこと、集団生活にうまく適応できない

こと、いじめにあったり人種差別にあったりするこ

とがあること、であった。集団生活になじめないこ

とや集団の中でいじめや差別にあうという問題は

「教室経営」に関わる問題である。

このような防衛的風土の中にいる入国児童生徒は

様々な心理的神経的諸問題を抱えていく。日本語教

室が日本語教育の実践の場であるとともに、カウン

セリングの場にもならざるをえない。学校教育の一

環としての日本語教育に対するニーズが増す中で、

入国児童生徒をどう支えるかという教室経営の問題

が大きい位置を占めている。さらに、学校生活を送

る上で生きる力の多くの部分を占める日本語力の獲

得は緊急の課題でもある。生きる力としての日本語

力とは、自己を開き自己を主張する力、自己表現す

る力、感情移入する力、対人関係形成の力を中核と

する。入国児童生徒の日本語学習に対する最大のニー

ズは、まず学校に仲間を作ること(socialization)に

ある。

これらの入国児童生徒の社会的ニーズを達成する

ことは、 A.マズローの唱える「人間の動機づけの

基本的欲求階層説」の「所属と愛の欲求」 (needs

for self-identity and social interaction)の充足を意

味する。この充足がコミュニケーション行動そのも

のなのである。この欲求の充足の前に、その下位欲

求である「安全の欲求」を十分満たしておくことが

前提となる。この欲求の充足が教室経営の中心的課

題であり、 M行動なのである。日本語教室と在籍学

級の両方から、多言語・多文化教室(multi-lingual

and multi-cultural classroom)づくりに取り組む

必要がある。

10才頃までの入国児童に対しては、母語習得に類

似した習得b)仕方を取ることができるので、対人関

係形成や教室風土づくりもそれから学ぶことにする。

五島(監) (1990:140-143)は、外国語受入れの素

地づくりを次のように述べている。

(1)初期のふれあい、コミュニケーション: (》赤

ちゃんは3ケ月にして父親・母親のあやしのリズム

を判別して、それなりの対応ができるO (塾コミュニ

ケーションは一方的でなく、相互の誘い合いで行わ

れている。 ③親が無反応であれば、赤ちゃんは次第

に自分の殻に閉じこもってしまう。

(2)心を開く状態を作る:最初の信頼関係がうま

くいくと、親以外の周囲との人間関係が順調にでき

あがり、他に対して積極的な態度が培われる。

(3)体を動かす・音楽・リズムの体得:脳を形成

する神経回路の髄翰化の順序は遺伝的に決まってい

る。小脳や運動脳は2才位までに行われる。だから、

体を十分動かすことは脳の発達を促進する。音楽、

イメージ、音感、リズムについても早い時期に臨界

期が来ると言われている。来日して1年間は体を動

かす、リズムや音感を身につける、快いお話を繰り

返し聞くなどは習慣づけるとよい。

また、 Scott and Ytreberg (1990:10-19)は教室経

営と雰囲気づくりについて次の提案をしている。

[安全の教室雰囲気づくり]

①何をしているのかを知る

(診児童を尊重する

(診児童が何を話そうとも全て受容する

④言葉の間違いに寛容になる

⑤日常活動を習慣化する(安心感)

⑥児童に自分の行為に責任をもたせる

(参競争を避ける

⑧賞として物を与えるのを止める

(9目標言語での名前をつけない

これらの項目は殆どがカウンセリング心理学でい

う人間関係形成の条件に関わる。現実認識、自己受

容、他者受容、自己の行為に対する責任、協同、自

己一致、誉めること、自由と安全感、感情移入など

である。これらの条件は、 「学習と成長の促進的行

動」 (facilitative behaviors)の要因であり、それを

促進する心理的環境が「促進的環境」 (facilitative

environments)なのである。促進的環境は、自己と

他者との相互作用の質に規定される。

このようなM行動は「情意的フィルター」

(affective filter)に直接関わってくる。成人学習者

に比べ、長期的には児童学習者の方が外国語習得が

優れている主な理由をS.Krashenは情意的フィル

ター仮説に置いている。思春期以降に自意識が芽生

えることによってフィルターが急激に高くなってし

まう前の段階にいる児童は、与えられた言語入力を
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多く取り入れることができるからである。児童日本

語教育においては、教師の権威など有害以外の何物

でもなく、学習指導要頚などの制度的制約が全くな

いので、自然な、人間らしい、人間対人間のコミュ

ニケーションの手段としての日本語を児童とともに

楽しむことが何よりも大切なのではないだろうか。

6.結語

本論文は、入国児童(とりわけ、 10才以下)に対

する日本語教育の教授・学習原理を探求することが

目的である。児童日本語教育を3段階に分けて考察

した。 J苗の発達との関連から、各段階の精神・身体

の発達上の特徴を踏まえた日本語教育のあり方を論

じた。日本語教授学習原理は、目標達成行動と集団

維持行動に分類される。前者が十分機能するために

は、後者の学習と成長を促進する心理的環境と促進

的行動が備わっていることが必要である。

通例、児童日本語教室は多言語多文化環境を呈し

ている。文化の違いに対する寛容さを養成し、相互

理解と尊重の対人関係を形成することがまず必要で

ある。さらに、在籍学級自体も異文化を背負った入

国児童を受け入れる学習コミュニティづくりに取り

組む必要がある。異文化間対人関係訓練

(intercultural training)の導入など、在籍学級の

「内集団化」の課題が横たわっており、日本語教室

と在籍学級との交流が密にならないと、日本語教室

が特殊化されてしまう。
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